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平成 29 年６月１日 

 

各   位 

 

会 社 名 株 式 会 社 あ か つ き 本 社 

代表者名 代表取締役社長 島 根 秀 明 

（コード ８７３７ 東証第２部） 

問合せ先 取締役グループ財務部長 川中 雅浩 

（TEL 03－6821－0606） 

 

（再訂正）「募集新株予約権（有償ストック・オプション）の発行に関する 

お知らせ」の一部訂正に関するお知らせ 

 
平成 29 年４月５日に開示いたしました「募集新株予約権（有償ストック・オプション）の発行に

関するお知らせ」（平成 29 年 5 月 29 日付『（訂正）「募集新株予約権（有償ストック・オプション）

の発行に関するお知らせ」の一部訂正に関するお知らせ』にて一部訂正）につきまして、一部訂正が

ございますのでお知らせいたします。なお、訂正箇所には下線を付しております。 

 

記 

Ⅱ．第２回新株予約権の発行要項 

３．本新株予約権の内容 

 

（訂正前） 

（２）本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法 

＜中略＞ 

②本新株予約権の割当日後、下記ⅰ)乃至ⅱ）に掲げる事由により当社の発行済普通株式数に

変更が生じた場合又は変更が生ずる可能性がある場合には、次の算式により行使価額を調

整し、調整により生ずる 1円未満の端数は切り上げる。 

 

    
 

既発行

株式数

 

＋

交付株式数× 
１株当たり 

払込金額 

調整後 

行使価額 
＝ 

調整前 

行使価額 
× 

時価 

既発行株式数＋交付株式数 

 

上記算式において、既発行株式数とは、当社の発行済普通株式の総数から当社の保有する

自己株式を控除した数をいう。 

ⅰ）当社が行使価額を下回る払込金額で新たに当社普通株式を発行又は自己株式の処分をす

る場合（但し、新株予約権の権利行使、取得請求権付株式又は取得条項付株式の取得、

その他当社普通株式の交付を請求できる権利の行使により当社が同株式を交付する場合

及び合併、会社分割又は株式交換により同株式を交付する場合を含まない。）。 

なお、この場合は、払込期日（払込期間を定めた場合はその最終日、また株主割当によ

る場合は割当を受ける権利を与える為の基準日がある場合は、その基準日。）をもって行
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使価額の調整を行う。 

ⅱ）当社が行使価額を下回る払込金額をもって、当社普通株式を交付する定めのある新株予

約権（取得条項付新株予約権、新株予約権付社債を含む。）又は取得請求権付株式、取得

条項付株式を発行した場合。 

なお、この場合は、当該新株予約権の割当日に当該新株予約権の総ての行使があったも

のと看做し、また取得請求権付株式及び取得条項付株式を発行した場合は、同株式の払

込期日（払込期間を定めた場合はその最終日）にこれらの株式の取得により当社普通株

式の交付があったものと看做して行使価額の調整を行う。 

＜後略＞ 

 

（訂正後） 

（２）本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法 

＜中略＞ 

②本新株予約権割当後、下記ⅰ)乃至ⅱ）に掲げる事由により当社の発行済普通株式数に変更

が生じた場合又は変更が生ずる可能性がある場合には、次の算式により行使価額を調整し、

調整により生ずる 1円未満の端数は切り上げる。 

 

    
 

既発行

株式数

 

＋

交付株式数× 
１株当たり 

払込金額 

調整後 

行使価額 
＝ 

調整前 

行使価額 
× 

時価 

既発行株式数＋交付株式数 

 

上記算式において、既発行株式数とは、当社の発行済普通株式の総数から当社の保有する

自己普通株式を控除した数をいう。 

ⅰ）当社が時価を下回る払込金額で新たに当社普通株式を発行又は自己株式の処分をする場

合（但し、新株予約権の権利行使、取得請求権付株式又は取得条項付株式の取得、その

他当社普通株式の交付を請求できる権利の行使により当社が同株式を交付する場合及び

合併、会社分割又は株式交換により同株式を交付する場合を含まない。）。 

なお、この場合は、払込期日（払込期間を定めた場合はその最終日、また株主割当によ

る場合は割当を受ける権利を与える為の基準日がある場合は、その基準日。）をもって行

使価額の調整を行う。 

ⅱ）当社が時価を下回る払込金額をもって、当社普通株式を交付する定めのある新株予約権

（取得条項付新株予約権、新株予約権付社債を含む。）又は取得請求権付株式、取得条項

付株式を発行した場合。 

なお、この場合は、当該新株予約権の割当日に当該新株予約権の総ての行使があったも

のと看做し、また取得請求権付株式及び取得条項付株式を発行した場合は、同株式の払

込期日（払込期間を定めた場合はその最終日）にこれらの株式の取得により当社普通株

式の交付があったものと看做して行使価額の調整を行う。 

＜後略＞ 

以 上 


